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「年金の日」にちなんだ特別講演会 

 

年金制度の現状と課題 

－世代間問題研究プロジェクトの進捗状況報告－ 

 
  高山 憲之（年金シニアプラン総合研究機構 研究主幹） 

 

日時 平成 26 年 11 月 28 日（金）14 時より 

場所 年金シニアプラン総合研究機構 会議室 

 

 

理事長挨拶 

西村 周三 

 

 本日は、お忙しい中、本機構が年金の日にちなんで開催いたします「特別講演会」にご

参加をいただきましてありがとうございます。 

厚生労働省では、国民皆様に公的年金制度に対する理解を深めていただくこと等を目的

として、本年から、11 月 30 日を「年金の日」と制定し、公的年金制度の普及・啓発活動

を展開されることになりました。11 月 30 日の語呂は「いいみらい」であり、高齢期の生

活設計に思いを巡らしていただく日とするとのことであります。 

 当機構は、厚生労働省が定めた「年金の日」に賛同することとし、年金の日に関するポ

スターの表示や年金ライフプランセミナーにおけるリーフレットの配布など協力をしてい

るところです。 

 これに加え、急きょではありますが、日頃ご支援・ご協力をいただいております賛助会

員の皆様方を対象に、「年金の日」にちなんだイベントとして年金制度に関する「特別講演

会」を開催することといたしました。 

 講師及び演題については、当機構の高山憲之研究主幹から、「年金制度の現状と課題」と

題してご講演をいただくことにしております。本日は、講演後に質問時間もとっていただ

けることになっておりますので、日頃皆様がお感じいただいているような疑問等があった

場合についてお答えいただけることになっております。また、本日の特別講演会の内容は

「年金と経済」誌に掲載し、年金についての普及啓発の一環とすることにしています。 

 当機構の事業は、ご承知いただいている通り、年金制度、年金資金の運用及び年金生活

者の生きがいといった年金を中心とした研究機関であり、会員皆様からのご意見等に積極

的にお答えしてまいる所存です。今後も引き続きご支援・ご協力を賜りますようお願い申

し上げ、講演会に先立ちましてのご挨拶といたします。 

 

演題 「年金制度の現状と課題－世代間問題研究プロジェクトの進捗状況報告－」 

講師 高山 憲之（年金シニアプラン総合研究機構 研究主幹） 
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 私が年金の研究を始めてから約 30 年の年月が経過しました。特に後半の 15 年間は、世

代間問題研究プロジェクトの一環として年金研究を続けてきました。世代間問題研究プロ

ジェクトの研究代表者を 15 年間やっておりまして、重責を担いながらの年金研究でした。

併せて、その中でマイクロデータやパネルデータを利用した論文を書いたり、あるいはマ

イクロデータやパネルデータそのものを構築したりしておりまして、2000 年からの 15 年

間は三足のわらじを履いていました。私の年金研究はそういう意味でこのプロジェクトに

支えられましたので、前半でこのプロジェクトの概要をお話しします。 

 

世代間問題研究プロジェクトの概要 

 世代間問題プロジェクトは 2000 年に発足しまして、幸いなことに、第 1 期、第 2 期、第

3 期と、基本的には 5 年ずつステージを刻んで今日に至っています。2015 年の 3 月末で第

3 期が終了することになっています。 

 世代間問題研究プロジェクトは、異例ともいえる規模の大型研究プロジェクトでした。

こういうものは通常 1 期間で終了となりますが、例外的に第 2 期、第 3 期と継続が認めら

れて今日に至っております。第 1 期、第 2 期は基本的には一橋大学を中心拠点にして研究

を推進してきました。第 3 期は私自身が年金シニアプラン総合研究機構に異動しましたの

で、その研究拠点も年金シニアプラン総合研究機構に移しました。異動直後から、歴代理

事長や福山専務理事をはじめ、スタッフの皆さんには手厚い支援を頂戴しました。そのサ

ポートに支えられながらの研究でした。 

 第 1 期がスタートするときに複数のインタビューを受けました。人文・社会科学系はそ

れまで政治学の分野や社会学の分野などに大型資金が投入されておりましたが、私たちの

プロジェクトが経済学では初めての大型プロジェクトであったからです。 

 第 1 期終了時に「研究成果報告書」を提出しました。全体として 1800 ページに上る報告

書でありまして、メンバー130 人以上で 5 年間、総力を挙げて行った研究の成果です。 

 これが第三者の評価を受けまして、たまたま A+ということになりました。それが継続

に向けて力になり、第 2 期がスタートしました。 

 第 2 期については、人数を限定して特別推進研究という形でプロジェクトを推進してき

ました。第 2 期の 4 年目に、われわれは一体どういう研究を行ったか、今は何が問題にな

っていて、どういうことが分かったかということを英文で詳細なレポート（Progress Report）

を作成して、外国人 7 人の専門家から外部評価を受けました。それが資料 1 の 9 ページか

ら 10 ページに書いてありますが、"very well done" あるいは "very positive" や "excellent" と

いう評価でした。それが一つのベースになりまして、日本における進捗状況評価が再び A+

となり、第 3 期につなげることができました。 

 日本には国内公平性の基準があります。高額な研究費を一つの研究機関、特定の研究チ

ームに継続して与え続けることは良くないと考えられています。重要な研究は複数ある。

一つのところが研究資金を独占して長期でやるのはまずいということです。そういう意味

で世代間問題プロジェクトは日本のアカデミズムの中で異例の扱いを受けたプロジェクト

です。 

 第 1 期は 2000 年から 5 年間やりました。メンバーは 131 名です。資料 1 の 2 ページ目に
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その主要なメンバーやチームリーダーの名前が書いてあります。研究成果のとりまとめは

7 ページから 8 ページ目に書いてありますけれども、専門の研究書、あるいはプロシーデ

ィングス、論文、学会発表、ディスカッション・ペーパー等で行いました。それから、新

聞発表等で一般向けに成果の内容を易しく解説しました。併せて、国際会議を複数主催し、

研究成果を発表しました。 

 具体的な内容については、資料 1 の XX ページにホームページのアドレスが書いてあり

ます。そこで全て明らかにしています。 

 第 2 期は 2006 年度から 5 年間としてスタートしたのですが、結果的に 4 年間に短縮され

ました。第 3 期が第 2 期の 5 年目からスタートしたからです。 

 研究組織自体は資料 1 の 8 ページから 9 ページに書いてあります。研究成果のとりまと

めは資料 1 の 11 ページに書いてありまして、論文執筆、研究書公刊、学会発表、ディスカ

ッション・ペーパー、それから、国際会議の開催、一般向けの発表会という形です。その

詳細は、ステージ 2 のホームページに全部書いてあります。 

 第 3 期は現在、行っている最中でありまして、2015 年 3 月で終了します。2010 年 4 月か

ら 2014 年の 3 月までの 4 年間についての成果のとりまとめ、それを資料 1 で紹介していま

す。 

 研究組織は第 2 期のメンバーがベースになっていますけれども、少しメンバーを増やし、

研究対象の範囲も拡大しています。著書、論文、ディスカッション・ペーパー作成、学会

報告、新聞発表、国際会議、一般向けの研究成果報告会などは従来どおりやっています。

専用のホームページはステージ 3 という形で公開しています。 

 

プロジェクトの主な成果 

 このプロジェクトで主な成果として何を出したかを具体的に紹介したいと思います。主

な成果は 3 点ありまして、1 つ目はパネルデータの構築、2 つ目は学術上の国際貢献、3 つ

目は幾つかの新しい事実の発見、です。 

(1) パネルデータの構築 

 まず、JSTAR（Japanese Study of  Aging and Retirement）、日本語版では「くらしと健康の調

査」と呼んでおりまして、50 歳から 75 歳までの中高年の人を対象にしたパネル調査です。

2007 年から 2 年おきに 3 回実施しました。世界標準の調査でして、アメリカの HRS（Health 

and Retirement Study）、ヨーロッパ大陸の SHARE（Survey of  Health, Aging and Retirement in 

Europe）と比較可能な調査です。HRS は 1980 年代にスタートしています。SHARE は 2002

年開始、イギリスを除いた調査です。 

 日本も同等の調査をぜひやってほしいという要請を受けまして、日本で実施しました。

この日本調査を JSTAR と命名しました。健康状態や就業から引退に関わる項目を詳細にわ

たって質問しています。 

 研究成果の例としては、就業か無業かというような 2 分法で HRS や SHARE ではいろい

ろな質問をしているのですけれども、JSTAR によると、日本人の引退プロセスは非常に緩

慢で長い。就業とも引退とも言えない、働きながらいろいろなことをしている時期があり

ます。働く時間を少しずつ短くしながら調整しており、欧米とは違う日本人特有の引退プ

ロセスです。日本人はなぜ高齢になっても就業率が高いのかを分析するための基礎資料で
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す。 

 それから法律に基づく受給開始年齢の引き上げが、就業からの引退、あるいは年金受給

にどうつながるか。受給開始年齢を引き上げても、繰り上げ減額支給の制度がありますか

ら、60 歳から年金をもらい続けることは当然あります。2007 年の JSTAR によりますと、

日本人サラリーマンの大半は支給開始年齢が引き上げられると、引き上げられた年齢のと

ころから年金の受給を始めます。繰り上げ減額制度を使っている人はほとんどいない。ヨ

ーロッパやアメリカとは違うのです。 

 企業年金もあります。繰り上げ減額を選択する、あるいは障害年金の受給を始めたり、

いろいろな福祉給付に頼ってしまったりして、受給開始年齢引き上げがあっても年金受給

を前倒しでスタートしてしまうという。これがヨーロッパやアメリカではよく見られます。

オーストラリアでもそうです。日本はそういう国とは違う。 

 JSTAR 自身は 50 歳以上の中高年が対象なのですけれども、もっと若い 20 歳から 49 歳ま

でを対象にした調査をわれわれのプロジェクト独自の調査として始めました。これが「く

らしと仕事に関する調査」、英語表記はLOSEF（Longitudinal Survey on Employment and Fertility）

でして、雇用と子育てに焦点を当てた調査です。2011 年に JSTAR の 3 回目をやりまして、

12 年から LOSEF を始めました。2014 年の 11 月に LOSEF の第 2 回目を終了しました。 

 2012 年の調査結果が出ており、それを使った分析の一例として母乳期間と両親の働き方

に関するものがあります。それによりますと、出産した後、母親の職場に復帰する時期が

早いと母乳の期間が短くなってしまいます。さらに、子どもを出産した後、父親がフレッ

クスという形での働き方に切り替える場合、母乳期間が長くなることが明らかになってい

ます。これは調査項目の中に「子どもはいつ生まれましたか」、「母乳については、どれだ

け与えましたか」「その間に父親の働き方に変化はありましたか」等の質問しておりまして、

こういう結果を導いたものです。 

 母乳については最低でも 6 カ月は続けた方がいい。その後もできれば 2 年間は母乳の方

が子どもの健康のためにはいい。WHO その他のところからの勧告です。それをなかなか

満たせない。特に日本の場合は働き方との関連が問題になるということでありまして、世

界でこういうことを明らかにしたのは初めてのことです。 

 もう一つ、われわれが実施したのは LOSEF のインターネット調査です。これは対象を

中高年まで拡大した調査です。プロジェクト発足当初はこの調査は念頭にありませんでし

た。社会保険庁が当時保管していた年金記録関係のデータは従来門外不出でした。たまた

ま年金記録問題が起こり、データの信ぴょう性に問題があるということで、本人確認を取

る作業が第 1 回の「ねんきん定期便」、あるいは「ねんきんネット」という形でスタートし

ました。 

 社会保険庁が持っていたデータなのですが、われわれは個人に向けて「あなたは第 1 回

ねんきん定期便を今も持っていますか」あるいは「ねんきんネットを利用していますか、

あるいは利用する意思がありますか」とお伺いし、「はい」と回答した人を調査対象としま

した。そして、本人の年金記録をネットの人にはプリンタを使って印刷してもらいました。

過去の厚生年金加入記録、国民年金加入記録、毎年 4 月の給与額、どの会社に勤めていて、

いつ辞めたか等々が全部書いてありますけれども、それをわれわれのアンケートに転記し

てもらいました。併せて、「結婚はいつしましたか」「子どもはいつ生まれましたか」など



5 
 

の人生の重要なイベントに関する質問を追加し、アンケート調査を実施したわけです。 

 これを「LOSEF インターネット調査」と呼んでいます。予算の関係で一度に 20 歳から

71 歳までできなかったので、最初は 30 代、40 代を対象にしました。その次は 50 代です。

その後に 60 歳以上の人を対象としました。最後は 20 代でした。最終的に 20 歳から 71 歳

までの人を対象にした年金加入記録の転記データを含むパネルデータを構築したというこ

とです。 

 パネルデータというのは、同じ人を何回も追いかけていって、この間に何が起こったか

ということを継続して追跡調査していくものです。「ねんきん定期便」や「ねんきんネット」

を使うと、過去の賃金の記録が一回で転記してもらえるのです。ですから、何回も調査す

る必要がなくて、過去については一回の調査で全部分かってしまう。人生の重要なイベン

トについての付加的な質問を含んでいますので、実質的に何回も繰り返して調査をしなけ

ればいけない手間暇を全部省いて、一回だけでパネル同様の調査ができました。 

 特に 70 歳ぐらいの人を対象にすると、ほとんどの人がリタイアしています。20 歳前後

から働き始めまして、どのように会社が変わっていったか、賃金の変遷、年金の受給まで

全部書いてあります。一回の調査だけで一挙に完全なパネルデータを構築することができ

た珍しいケースです。諸外国でもこういうことができる国はほとんどありません。旧社会

保険庁が持っていた記録は門外不出でした。研究者はそれを利用できなかったのですが、

こういう調査方法を取ったことにより、かなり信頼性の高い、単なる記憶に基づくもので

はないデータの構築に成功しました。 

 このデータを使った研究を現在、精力的に進めています。ここではその例を幾つか紹介

します。まず、生涯賃金に関する分析結果です。大企業に勤めている人で、一回も転職を

しなかった人だけを抜きとってきまして、賃金が月次で毎年どう変わってきたかを写しと

って絵を描いてみます。大卒男性のホワイトカラーの場合、現在 50 代の人、40 代の人、

30 代の人と、線の傾きが変わってきています。今の若い人たち、30 代の人たちは自分の親

の世代と比べると、生涯賃金が実質的に最大で 3 割ほど下がってしまっている。親の世代

より豊かになれないという言葉が日本でもあちこちで言われるようになりました。それを

賃金のデータで確認しました。 

 それから、Bad Start, Bad Finish 問題です。学校を卒業した直後に正規の職に就かないケ

ースを Bad Start と呼んでいます。そういう人たちの割合が、バブル崩壊後、徐々に上がっ

てきました。世代が若くなるにつれて Bad Start 組が増えてきた。この人たちが正規職に転

換する割合は過去には高かったのですが、今の若い人たちの場合はなかなかそれが見込め

なくなった。 

 日本の年金制度は、いわばエンプロイメントベースです。正規の雇用をベースにして年

金は設計されていますから、正規の職に就くか就かないかというのは年金に重大な関わり

を持っています。初職のところでつまずいてしまうと、なかなか正規になれない。そうす

ると、正規の職に就かない人が老後に受けとる年金は非常にみすぼらしいものになってし

まう。女性の場合もそうですけれども、Bad Start の人たちが増えて、結果的に年を取った

ときにもらえるものが非常にみすぼらしい年金になってしまう。これを Bad Finish と言い

ます。そのような事実を数量的に明らかにしました。 

 さらに初職正規の離職問題です。日本は正規職で就職しますと、いろいろな恩恵が企業
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から提供されます。非正規の人にはそういうものがありません。そういう意味で正規に就

いたら、そのままとどまった方がいい。これが普通の考え方なのですけれども、最近のケ

ースでは、大学や高校を出た後、正規に就職したが、その後、しばらくして離職してしま

う人が結構多い。 

 現在時点で 30 代前半の男性の場合、学校や大学を出た直後、正規で就職した人が、卒業

後から 6 年目までに、半分の人が初職企業を辞めてしまっている、離職しています。昔と

違った雇用形態が今の日本の現実になっているということです。どうしてこんなに離職が

正規の人たちの間で増えてしまったのかということも研究課題としては非常に大きなテー

マになっています。 

(2) 学術上の国際貢献 

 2 つ目の成果に話を移します。2014 年の 7 月に国際会議を東京で主催しました。第 20 回

インターナショナルパネルデータコンファレンスでありまして、パネルデータに関する最

新の情報を意見交換する学会です。1980 年代にフランスで始まったのですけれども、日本

ではパネルデータがなかなか利用できなかった、あるいはパネルデータそのものがなかっ

たということもありまして、パネルデータの研究が著しく遅れていました。そういう会議

は 2014 年で 20 回目だったのですが、過去はヨーロッパやアメリカなどで持ち回りでやっ

ていて、日本での開催はなかったのです。2014 年ようやく日本で初めての会議開催となり

まして、報告論文が 100 本、参加者数 180 名、参加国数 18 カ国でした。ようやく日本でも

パネル調査を幾つか実施しまして、その解析をする研究者の数もかなり増えています。そ

ういう中で国際会議を主催しました。 

 資料 2 がその詳細なプログラムです。論文やプレゼン資料は専用ウェッブサイトで公開

しています。会議が終わった後、国際パネルデータコンファレンスの科学委員会委員長か

ら感謝のメールが私宛に送られてきまして、"hard to beat" という称賛の言葉を頂戴しまし

た。 

 これをはじめ、2000 年から国際会議開催は年金関連を含めて 35 回以上です。外国人が

一人来たり、二人来た会議自体を私自身は全部掌握していないものですから、回数自体が

分からないのですが、小さい会議を除いて大きな会議だけで 35 回主催・共催し、その成果

をさまざまな形で出版しました。編著 "Taste of  Pie" は、先進国の年金のデザインに関す

る国際会議の成果をまとめたものです。 "Pensions in Asia" はアジアの年金問題です。 

"Closing the Coverage Gap" は、公的年金の適用範囲をどうやって拡大していくかという問

題に関するものです。それから、"Priority Challenges in Pension Administration" は年金の管理

運営問題に関する国際会議の成果です。 "Intergenerational Equity and Sustainability" は、世代

間の公平性について理論的にどう考えたらいいか、あるいは持続性との関係はどういった

ものかということに関するものです。 "Fertility and Public Policy" は出生率低下の現状とそ

の打開策を検討したものです。その他、幾つかあります。 

 われわれはアカデミズムの人間ですので、レフェリーつき雑誌に論文が掲載されること

が客観的な業績評価の重要なメルクマールになっています。年金の世界とは異質の雑誌が

並んでいますが、JET（Journal of  Economic Theory）、JHR（Journal of  Human Resources）、JER

（The Japanese Economic Review）などの専門誌がありまして、そういうところに論文が多数

掲載されました。 
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 (3) 新しい事実の発見 

3 つ目の成果としては幾つかの新しい事実の発見を挙げることができます。従来の通念

とは違う新しい事実です。いわゆるサプライズを含むような事実をわれわれの研究チーム

は幾つか見いだしてきました。 

 まず、海外にも年金記録漏れがあります。日本は 5000 万件に上る宙に浮く年金記録があ

って、日本の社会保険庁だけが悪いというような印象が一時強かったのですが、年金記録

問題というのは実はどの国にもありまして、データ公開をしているアメリカやイギリス、

オーストラリア、あるいはその他いろいろ調べてきたのですが、どの国でも悩んでいます。

アメリカでは宙に浮いた年金記録が 2 億件以上あります。イギリスでも 1 億件以上ありま

して、日本だけの問題ではありません。 

 生涯賃金は先ほどお話ししました。バッドスタート、バッドフィニッシュも先ほどお話

ししました。初職正規の人たちの早期転職が少なくないこともお話ししました。 

 雇用をめぐる置換効果と世代効果は、東大の玄田先生が明らかにしたものです。置換効

果は、高齢者の雇用確保を優先すると、結果的に若い人が労働市場から締め出されて正規

の職に就けない問題です。それがどのぐらいあるかを日本のデータを使って調べました。

世代効果は、就職氷河期と呼ばれる時期があって、首尾よく就職できなかった人たちが、

その後、転職にしろ、賃金にしろ、不本意な形が続いていることを明らかにしたものです。 

 孤立無業者というのも新しい事実です。これが 160 万人もいるということをアンケート

調査で明らかにしました。 

 それから、非正規組の正規への転職は、先ほど難しいという話をしました。ただ、同一

企業の中で 2 年以上非正規で頑張り、いろいろなノウハウを蓄積すると、その後の正規へ

の転職が相対的に易しくなります。玄田さんが明らかにしたことです。 

 母乳育児は先ほどお話ししたとおりです。 

 

年金の現状と今後の課題 

 まず、基礎年金の劣化です。2014 年の 6 月に年金財政検証が行われまして、その結果、

2004 年段階とは随分違ったことが明らかになりました。それは基礎年金自体が当初予定し

たものよりはるかに水準が下がってしまうということです。現在一人月額満額で 6 万 4000

円ぐらいですが、これが今の賃金価格表示で 30 年後には 4 万 5000 円ぐらいまで下がって

しまう。税や社会保険料を控除する前の金額です。年金からは介護保険料や後期高齢者医

療の保険料が天引きされています。保険料天引き後で見ますと、7 割減額措置を見込んで

も、今のままいくと将来、基礎年金は今の賃金価格換算で 4 万円の大台を維持できない、3

万円台まで落ちると懸念されています。 

 厚生年金の水準については代替率 50％で最低保証がついているのですが、その内訳で基

礎年金がどれだけになるかということについては最低保証の議論をしておりません。ただ、

基礎年金だけの受給者が現にいますので、基礎年金についても最低保証をしなくていいの

かどうか。 

 基礎年金が劣化する背景としては、国民年金と厚生年金で財政力が違う。特に国民年金

の財政が非常に脆弱でして、そこの基盤強化を図る必要がある。財政検証でも出ておりま

したけれども、拠出期間の延長やパートの厚生年金適用拡大などです。 
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 もう一つは基礎年金の拠出金算定方法です。これはご案内のとおり、加入者の頭割りで

やっています。これを所得比例に切り替えれば、少しは国民年金が楽になります。 

 あるいは第 3 号をどうやって変えたらいいか。有力な案として、国民年金を完全に個人

単位化してしまうという案があります。第 3 号をやめて、全て第 1 号にするという考え方

ですけれども、これをやると国民年金財政はどうなるか。今の国民年金の財政は基礎年金

拠出金でもっている面があります。完全に個人単位化して第 3号を第 1号にしてしまうと、

第 2 号グループから第 1 号への拠出金がなくなってしまう。それは国民年金財政をかえっ

て悪化させてしまいます。 

 厚生労働省年金局が第 3 号を完全にやめて、全て第 1 号にする案を提案することはまず

ないと思います。国民年金財政の強化こそが必要なときに、かえってそれを悪化させるよ

うなことを年金局が提案するはずはありません。夫婦間の所得分割など、代替案がありま

す。そちらの方が有力だと思っています。 

 基礎年金劣化のもう一つの要因は、デフレ下でマクロ経済スライドの発動を休止してき

たことです。この間、デフレ下で発動を休止してきたために、その無理が基礎年金の方に

及んでしまった。物価上昇率と賃金上昇率の両方が下がったのですけれども、賃金の下落

率が高かったために、結果的に基礎年金の方のダメージが大きかったということです。 

 それから、年金の専門家が世界で主として何を議論してきたか。年金財政の長期安定、

持続可能性を高めるために一番苦しんだことは何かというと、それは政治リスクです。事

態が変化したときに必要になることは保険料を上げなければいけない、受給開始年齢を上

げなければいけない、あるいは給付を下げなければいけないという不人気な政策ばかりで

す。しかし、今の変化というのはあくまでも一時的なものではないか、もう少し時間をか

けて様子を見ようといって、事実が変化しているにもかかわらず、それを認めない、認知

しない。認知ラグと言っているのですけれども、認知に時間がかかって決定するのが遅く

なる。 

 その後、事態が変わったことがようやく周知の事実になる。制度を変えると、それによ

って利益を受ける人や被害をこうむる人が出てくる。制度を変えることによって自分の利

益が守られない人たちは強烈に反対する。これは別に日本だけではありません。どこの国

でも共通です。そういうことがあると、政治の世界では調整が必要になります。その調整

に時間がかかる。事実が変わったことを認知するのに時間がかかり、新たな決定に結びつ

ける調整にまた時間がかかるのです。その間に、その調整コストが大きくなってしまう。

それを政治リスクと呼んでいます。 

 年金研究者はこの政治リスクをどうやったら小さくすることができるかを 20 世紀の終

わりごろからずっと研究してきました。その結論は自動調整、自動安定を導入すればいい

のだということでして、給付の方はスウェーデンがまずやりました。経済成長の範囲内に

給付をコントロールとしていく方法です。それにならって、ドイツも人口構成比の変化に

合わせて給付を減らすことにしました。日本もマクロ経済スライドを 2004 年に決めました。 

 そういうルールを決めることは、結構ハードルが高いのですが、決めた後は法律改正な

しに自動的にそういうことをやる。 

 受給開始年齢も全く同じでありまして、受給開始年齢を引き上げることは不利益の最た

るものです。反対する人が非常に多い。デンマークは 2004 年に、各世代で年金の平均受給
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期間を同じにしようというルールを採択しました。それに従って、平均余命が延びたら受

給開始年齢を自動的にずらしますということを決めました。オランダが追従しまして、イ

タリアもやっています。 "indexation to longevity" というのですけれども、年金の国際会議

に行くと、これは今や世界の常識です。どの国でもこれはやった方がいいということにな

り、そちらに向かっています。 

 財政検証フレームの再検討も必要です。まず、モデル年金です。厚生年金を受給してい

る専業主婦世帯のモデル年金について代替率 5 割を維持できるかどうかをチェックするの

が財政検証です。世帯をベースにしていますけれども、それでいいのかどうか。今はむし

ろ個人にベースを変えた方がいいのではないか。 

 モデル年金は例えば 22 万何千円です。これが将来こうなりますと言われても、自分の年

金とどういう関係があるのか。特に女性の場合、よく分からない。男女別、世代別に平均

受給額がどのくらいになるかを示した方が分かりやすくなるはずです。 

 それから、65 歳で年金をもらうのではなくて、もっと長く働くと年金はもっと多くなる。

繰り下げ受給の話です。スウェーデンの「オレンジレター」を見ると、65 歳で年金をもら

う場合、年金の月々の受給額が幾ら、66 歳からもらい始めたら幾らになるか、67 歳からも

らったら幾らになるかを全部書き込んである。受給開始を遅らせたら、これだけ年金が増

えるのだということを毎年数字として知らされる。そして、前年とどう変わったかという

ことが全部分かるのです。 

 日本は、「ねんきん定期便」や「ねんきんネット」がそうですけれども、年金受給額は見

込み額で表示されています。しかも 65 歳受給開始のベースだけです。これを 66 歳まで待

って受給開始したら幾らになるかなど、スウェーデンと同じように表示する。できるだけ

長く働いて受給開始を遅らせた方が年金は多くなるということが分かります。そちらに向

けての意識が毎年できていきます。そういうこともやった方がいいと思います。 

 企業年金も個人年金も今、企業年金部会でいろいろ議論していますけれども、ご案内の

ように投資リスクと積立不足の問題が非常に悩ましい。公的年金は賦課方式でして、非常

に苦しみが多いわけですけれども、積立に変えても投資リスクと積立不足が起きます。特

にリーマンショックが起こった後、日本でもそのあおりを受けて、AIJ 事件が広く報道さ

れ、これをきっかけにして厚生年金基金制度の原則廃止が決まりました。 

 積立方式の苦難は国民年金基金にも同じように残っておりまして、構造的な問題です。

初めに加入契約を結んだときの予定利率のままで給付を約束するということですから、積

立不足の解消が容易でない。国民年金基金の積立不足は 3 割にもなっていて、これも何ら

かの形で改革を迫られています。都道府県別に国民年金基金が本当に一個ずつなければい

けないのかということを含めて、今後、改革に向けた議論が進むのではないかと期待して

います。 

 積立型の年金は、ハンドリングのコストが結構高い。厚生年金の場合は保険料の 1％以

下、0.6％ぐらいハンドリングコストで済んでいるのですけれども、積立型の場合はハンド

リングコストが非常に高い。これをどうやったら減らすことができるか。これを減らせば、

給付を増やすことができますので、そのことも考えなければいけない。 

 企業年金部会の議論を見ていると、企業年金は公的年金の補完ですということがその中

心に置かれていますが、企業年金や個人年金の場合、加入している人は、たかだか半分な
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のです。退職一時金の場合は 8 割から 9 割の人が受給しますので、随分ちがいます。企業

年金を充実しても取り残されてしまう人たちが相当な数になります。この問題をどうやっ

て処理するかということを併せて議論しないと問題は解決しません。あるいはつなぎ機能

です。受給開始年齢を遅らせることを今後真剣に議論しなければいけない中で、企業年金

は公的年金受給開始までのつなぎに使おうという発想をもっと重視していいのではないか。

元気なときに集中してお金は持っていた方がよく、つなぎ機能はきわめて大事です。 

ご清聴ありがとうございました。 

 

質疑応答 

 

（Q1） 私の方としては研究管理をさせていただいている立場なので、前半の研究プロジ

ェクトについて 2 点ほどお伺いしたい。1 点目は、長期間 15 年近くになるわけです。スタ

ートされたのが 2000 年でしたので、この間の課題認識の変化をお感じになっていらっしゃ

るのではないかなと思うのですが、そういった研究期間中の課題の変化、あるいは想定し

ていたことが現実にやってみたら変わってきたという点がありましたら教えていただけま

すか。 

 もう 1 点は、JSTAR や LOSEF など、非常に興味深い調査が行われているわけですが、こ

の調査データを使った研究成果を先生のホームページ等々で拝見することは可能なのです

が、そもそもどういう調査なのか。例えば単純集計なのかどうか。あるいはこれだけの研

究ができるのだったらデータを使って研究したい方がいらっしゃるかもしれないのですが、

そういったデータの扱いはどのようにやっていて、どのようにお感じなのか。この 2 点で

す。15 年間の方向とデータの取り扱いという点です。 

 

（高山） 大型プロジェクトですから、国際会議を連続して国内で開催してほしいと、最

初から文科省関係者に注文をつけられていました。国際会議を繰り返し開催していく中で

われわれの問題意識は次第に鮮明になっていきました。さらに、もう少し幅を広げなけれ

ばいけない、ということに気づかされました。世界最先端の研究とは何なのかを意識させ

られたということです。それが第 2 期、第 3 期の研究につながりました。 

 そうした中で要請が強かったのは、日本でもパネル調査をぜひ実施してくれという声で

した。世界ではパネルデータを使った "evidence-based policy" が定着しつつあります。日本

ではマイクロデータの利用さえなかなかできないし、データ自体が公開されていない。そ

うした中で世界標準のデータ構築をぜひやってくれという要請が強かった。準備に時間が

かかり、やり始めたのは第 2 期目からになったのですが、それが大きな変化です。 

 年金はおっしゃるように 15 年もやれば、その時々の関心が変わってきます。ただ、一貫

してわれわれが悩んでいた問題は、先ほど申し上げましたように政治リスクをどうやって

少なくしていくのか、ということでした。2004 年ごろから具体的な考え方が出てきまして、

その後、国際会議の場で意見交換しながら、専門家の共通理解となっていきました。 

 2 点目はおっしゃるとおりです。旧社会保険庁が持っていたデータについてのわれわれ

のサンプルは、30 代が男女 1000 人ずつで、2000 人のデータです。40 代、50 代も同じです。

プライバシーの保護などに気をつけながら、われわれの研究グループ以外の人にもこのデ
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ータを公開したいと思っています。JSTAR では既にやっています。経産省の外郭団体であ

る RIETI（The Research Institute of  Economy, Trade and Industry：経済産業研究所）で 2010 年

から第三者利用を開始しています。2007 年スタートの調査です。2014 年 11 月時点で第三

者利用は 81 件です。日本人だけでなく、世界各国から JSTAR の利用申請がありました。

利用資格等があるかどうかなどを厳正にチェックして、その上でプライバシーの保護に十

分気をつけてくれというお願いをしながらデータを提供しています。われわれの LOSEF

についても将来、データを公開する予定です。 

 

（Q2） 政治リスクを避けることについてお伺いします。私は 10 年ぐらい前にロンドン

に行ったときにちょうど選挙がありました。そのときの各党のマニフェストを見ますと、

各党があまり年金を争点にしないのです。あえて争点にしないという非常に大人の社会だ

ったような気がするのです。政治的に成熟したヨーロッパの国では、選挙の段階からそう

いうコンセンサスができてきているような気がするのです。甘い話をすれば、勝つことが

目に見えているわけですから、そうなると際限がないわけです。それは 2 回ほど前の日本

の選挙でも見事に証明されたわけです。 

 先生は国際的なネットワークで問題を提起しておられますから、政治リスクを避けるコ

ンセンサスづくり、成熟した社会の選挙の大人の対応のようなものについて各国の対応の

ようなものをまとめられると、非常に日本社会が良くなるような気がします。 

 

（高山） 難しい質問です。政権交代を繰り返す中でどうやって年金を国民の期待に沿う

ようなものにするのか。各国とも苦しみの経験を持っています。できることとできないこ

とが政権を担当することによってだんだん分かってくる。国民に不人気なことであっても

やらなければいけないことは幾つかあります。それを政争の具にしてしまうと、まさに政

治リスクが起こってしまいます。物事の決定が全て遅れてしまう。 

 与党経験のある政党の範囲が広がっていくことによって、超党派の合意が可能になりま

す。ドイツでは難しい問題はまさに 2 大政党の合意で打開しましたし、アメリカでもレー

ガンが最初に年金改革をしたときは超党派の合意でした。日本でも 3 党合意が民主党時代

に実現し、大改革につながりました。 

 そうなったらいいなと思うことはいっぱいあるのですが、実際にはできないことが多い。

そういうことの理解が進んでいくことで、成熟した社会に向かっていくのではないかと思

います。 

 

（Q3） 2 点だけ大きなテーマについてお聞きしたいのです。最初に国際的なルールとし

て常識だというお話をされた点があるのですけれども、私は個人的には年金というのはそ

の国の独自の方法でいいのだと考えています。文化も違いますし、宗教も違いますし、人

の考え方も違いますし、それから、税の仕組みも違いますし、経済の仕組みも違います。

そういうところで世界の常識というのが本当に年金制度にあるのだろうかといつも思って

いまして、世界の常識というのは、私は年金だけではないと思うのですけれども、ないの

ではないかと思うのです。その国独自の制度でいいのではないかと思っているのですが、

それに対して何かご意見があればお聞きしたいと思います。それが 1 点です。 
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 もう一つは情報の公開ということで、データを公開してくれということをよく学者の先

生方から聞きました。私も現職のときに随分言われました。国会でも追及されました。「お

まえたちは勝手なことをやっていて、加工しているのではないか。生のデータを出せ」と

言われて、生のデータは一体何だろうということをわれわれは本当に真剣に考えました。

何億とあるデータを一体、生のデータでどうやって出すのだろうか。段ボール箱何十箱と

いうのをトラック何杯分も出して、学者の先生方は一体どうやって処理されるのだろうか。 

 こういうことを考えながら、学者の先生方と一回意見交換をして、データを出すように

努力しましょうと言って、「生のデータはこういうものですよ」と出した途端に、「こんな

のは分かるか。もう少し加工して持ってこい」「先生は生のデータを出せとおっしゃったで

はないですか。加工してもってこいというのは、どのように加工して持ってくるのですか」。

要するに、「集計して持ってこい」と言うのですね。集計というのは目的に応じて集計する

わけですから、役所の予算でも、大学の予算も同じですけれども、予算に限られているわ

けで、学者の一人一人の先生方の需要に応じてソフトを開発すると、統計を取るのに何十

億と金がかかるわけです。本当に先生方が満足な研究ができるような情報の公開というの

はどういうものを指しておられるのか。その辺をお聞きしたいと思います。 

 

（高山） 第 1 点目の論点は世界の常識という表現に関わるものです。時間が限られた報

告ですので、乱暴な表現になってしまいました。おっしゃるように、年金制度はその国の

歴史、文化、社会等を全部背景に抱えておりまして、その中で国民が選択したものが制度

になっています。国別に詳しく見ると、違いが結構少なくない。これはおっしゃるとおり

です。 

 ただ、主要国を見ますと、公的年金の財政方式はほとんど賦課方式です。賦課方式のど

こが強くて、どこが弱いかということは大体分かっています。そういう中で各国の年金行

政担当者が困っていることは、ほとんど共通しています。高齢化が進み、少子化が進む中

で、苦労している問題は共通になっている。その苦難を乗り越えるためにはどうしたらい

いか、それは各国別に解があります。現にそうなっている。一つ一つ見ると各国の対応は

違ってくるのですけれども、その違いの中で最大公約数は何かというと、そこに見えてく

るものがあります。われわれは学者ですから、それを一般化します。たとえば、政治リス

ク回避の方法を自動安定、自動調整という話でひとくくりにしてしまいます。 

 給付の自動安定装置も、スウェーデンにはスウェーデンのやり方があり、ドイツはドイ

ツのやり方があって、日本には日本のやり方がある。みんな制度の作り方が違う。ただ、

方法としては自動安定という形でやっていく。年金受給開始年齢の自動調整も同じです。

デンマーク、オランダ、イタリアでのやり方はそれぞれ違っている。ただ、その中に普遍

化できるものがある。そういうものを称して世界の常識という言い方をしました。 

 第 2 点目はデータ公開です。年金をめぐるデータについては、統計報告書等で集計され

たものが常に利用可能です。ただ、時代とともに社会や経済の状況が変わってくる。そう

いう中で集計データとして欲しいものがなかなか手に入らない。過去に重要であったもの

が今となってはあまり意味がないという例が少なくありません。 

 集計データは役所の統計部局が作っています。ご案内のように、バブルが崩壊した後、

各省の統計部局は予算を削減され人員も随分減らされました。データ集計にエネルギーが
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割けないという話になっています。報告書にするものを簡略化し、他方でネット利用の集

計データを増やしています。個別の問題に関心を持っている人にとっては、集計されたデ

ータは隔靴掻痒の感があって、自分が本当にやりたいことができないということがよくあ

ります。そこで、集計前のオリジナルデータをそのままそっくり利用できないかという声

が非常に強い。 

 主要国を見ますと、今はパネルデータの時代です。一時点のクロスセクション・データ

だけではよく分からない。パネルで個人を何回も調査して、何が変わったかを追いかけな

がら、その中で仮説を検定する。因果関係がどうなっているかを一つずつ確認する作業を

やっていく。 

 今は簡易な統計解析ソフトができておりまして、ある程度の統計知識があれば誰でも利

用できるようになってきております。『統計学が最強の学問である』という本がベストセラ

ーになっています。統計を使いこなすことができれば、何が最も肝心なことなのかを知る

ことができる時代になってきました。そういう中で集計されたデータではなく、オリジナ

ルデータを活用する人が急増しています。今では記録容量の大きい DVD またはブルーレ

イディスク一枚にオリジナルデータを全部入れることができます。 

 確かにパネルデータの蓄積にはお金がかかるし、公開にあたってもプライバシーの問題

がありまして、最大限の注意を払って対応しなければいけない。少しずつみんなで努力し

ながら前に向かっている状況ではないかと思います。 
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資料１ 

世代間問題研究プロジェクト：その概要と進捗状況 

年金シニアプラン総合研究機構・研究主幹 高山憲之 

 
1. はじめに 

世代間問題研究プロジェクトは文部科学省・日本学術振興会の科学研究費補

助金事業として 2000 年度に発足した。当初の研究期間は 2004 年度までの５年

間であった。その５年間における研究評価結果が 2005年 10月 17日に公表され、

A+（期待以上の研究の進展があった）という最高評価を獲得した。この評価結

果に基づいて第２期目の研究助成を申請したところ、幸いにも助成決定となり、

引きつづき 2006 年度から５年間にわたって研究を継続することが可能となっ

た。そして第２期目の第４年度（2009 年度）に直近３年間分の研究進捗状況に

ついて研究評価を受けた。その評価結果は 2009 年９月 24 日に公表され、再び

A+（当初目標を超える研究の進展があり、期待以上の成果が見込まれる）とい

う最高評価を得た。この評価結果を踏まえて第３期目の研究助成を申請したと

ころ、引きつづき 2010 年度から 2014 年度までの５年間にわたって補助金事業

としての継続が認められた。 

このように世代間問題研究プロジェクトは、結果として 15 年間に及ぶ長期プ

ロジェクトとなった。人文・社会科学系の大型研究プロジェクトとしては他に

ほとんど例のない異例の長さである。15 年間にわたる研究費助成を惜しまなか

った文部科学省・日本学術振興会関係者の格別のご厚意に対して、心から厚く

お礼申しあげたい。 

本報告では、第１期、第２期、第３期のそれぞれについて世代間問題研究プ

ロジェクトの概要を述べ、研究の進捗状況を説明する。ただ、第１期と第２期

については簡潔な紹介にとどめ、第３期の研究内容を詳述することにしたい。 

 

2. 第１期：2000 年度～2004 年度 

 

2.1 研究課題名等 

 第１期の研究は特定領域研究（領域番号：603）として実施された。研究課題

名は「世代間の利害調整に関する研究」である。 

 

2.2 研究の概要 

 第１期の研究プロジェクトでは「世代間の利害調整」という新しい切り口を

前面に押しだしながら、日本をはじめとする世界の国ぐにが直面している人口

高齢化・少子化・地球温暖化などの諸問題を経済学および政治学の立場から究

明した。その研究目標は年金・医療・雇用について世代間利害の実態を解明し

利害調整の方法を具体的に提案すること、開発途上国や移行経済国における世
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代間利害の構造を明らかにすること、世代間衡平性について原理的考察を深め

た上で適切な負担原則を提案すること、世代間利害を円滑に調整するために政

治がいかに変わらなければならないかを示すこと、などにあった。 

 研究を進めるさいには『レセプトデータ』『全国消費実態調査』『国民生活

基礎調査』をはじめとする個票データを縦横に駆使する一方、独自に意識調査

や世論調査を複数実施して実態を解明した。さらに理論モデルを開発し、シミ

ュレーションを試みた。そして日本国内および外国で開催された学会・国際会

議で研究成果を発表する一方、内外の最高権威を招聘して意見を交換し、世界

に通用する研究情報の発信に努めた。2000 年度以降の５ヶ年にわたる研究期間

中に研究メンバーが執筆した論文は全体として 635 本（2005 年３月時点）に上

った。そして最終的な研究成果を２冊の英文研究書に取りまとめ公刊した。さ

らに世代間利害調整シリーズとして和文の研究書５冊を 2004 年度から 2006 年

度にかけて刊行した。 

 

2.3 研究項目名・研究組織 

当該研究の研究項目（いずれも計画研究項目）は次の７つである。 

A1 地球温暖化問題を巡る世代間衡平性と負担原則 

A2 医療と介護における世代間の受益と負担の国際的な実態およびその利

害調整の設計 

A3 年金をめぐる世代間の利害調整に関する経済理論的・計量的研究 

A4 少子化および外国人労働をめぐる経済理論的・計量的研究 

A5 経済発展における世代間の利害調整 

A6 移行経済における世代間の利害調整 

A7 世代間利害調整の政治学 

上記７つの研究項目を首尾よく推進するために設置されたのが総括班（S1 班）で

ある。S1 班の研究項目名は「世代間の利害調整に関する総括的研究」であった。

その研究代表者および研究分担者等は以下のとおりである（肩書はいずれも

2000 年度末時点）。 

（研究代表者）  

高山憲之  一橋大学経済研究所教授  

（研究分担者） 

鈴村興太郎 一橋大学経済研究所教授（A1） 

鴇田忠彦  一橋大学大学院経済学研究科教授（A2: 2000 年 10 月～2003

年 11 月） 

田近栄治  一橋大学大学院経済学研究科教授（A2: 2003 年 11 月～2005

年 3 月） 

麻生良文  一橋大学経済研究所助教授（A4: 2000年 10月～2001年 9月） 

斎藤修   一橋大学経済研究所教授（A4: 2001 年 10 月～2005 年 3 月） 

寺西重郎  一橋大学経済研究所教授（A5） 

西村可明  一橋大学経済研究所教授（A6） 
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北岡伸一  東京大学大学院法学政治学研究科教授（A7: 2000 年 10 月～

2004 年 3 月） 

田辺國昭  東京大学大学院法学政治学研究科教授（A7: 2004 年 4 月～

2005 年 3 月） 

 研究分担者はそれぞれ計画研究 A1～A7 班の研究代表者である（領域代表者

の高山憲之は A3 班の研究代表者を兼任した）。このうち鴇田忠彦教授は 2003

年 11 月に死去した。田近栄治教授がその跡をついだ。また麻生良文助教授は慶

應義塾大学法学部に 2001 年 10 月に転出し、教育に時間とエネルギーを集中す

ることになった。そこで斎藤修教授がその代役を引き受けることになった。さ

らに北岡伸一教授は 2004 年４月に国連次席大使に転出した。それに伴って田辺

國昭教授が研究分担者として加わった。 

 A1～A7 班の研究メンバーとして参加した人は全体として 131 名（研究協力

者を含む）であった。 

2.4 研究の必要性と研究目的 

 近年、世代間の利害調整を迫られる問題が日本だけでなく、地球的規模にお

いて続出している。 

 第１に、地球温暖化の問題は現在の経済活動だけでなく過去の長期間にわた

る経済活動とも密接に関連する。さらに、温暖化ガスの影響を主に受けるのは

数十年先の遠い将来に生存する世代である。そこでは加害者と被害者が同時点

には存在しておらず、起因者負担原則を適用しようとしても、過去の世代に適

切な負担を求めることはできない。また加害者と被害者の直接交渉で問題を解

決することも事実上不可能である。したがって公害の研究等で示された従来の

枠組みでは地球温暖化の問題を適切に処理することができない。 

 第２に、人口構造の高齢化問題は日本をはじめとする先進工業国では 21 世紀

前半における最大の懸案となりつつある。公的制度としての年金や医療・介護

は所得の世代間再分配を基本線としており、人口高齢化が進むとともに世代間

の利害対立がますます先鋭化しかねないからである。世代間の公平基準が定ま

らないなかで各国とも場当たり的ともいえる対応に追われており、強大な政治

力を有する高齢者に過大な所得再分配が行われ、それによってもたらされる資

源配分上の悪影響を心配する声も多い。 

 第３に、日本やドイツあるいはイタリア・スペインなどの南ヨーロッパ諸国

では低い出生率に苦悩しており、少子化の進行、外国人労働者の増大、雇用の

流動化と就業形態の多様化が進むなかで、従来の各種社会保険制度は根底から

揺らいでいる。その再構築や新たな「公私の役割分担」のあり方を模索する試

みが過去 30 年あまりにわたって進められたものの、研究をいっそう発展させ、

それを具体的な制度設計に応用する余地は依然として大きい。 

 第４に、発展途上国でも経済発展と世代間分配の公平性を両立させることは

容易ではない。経済発展の初期には世代間の分配状況が悪化しかねないからに

ほかならない。すなわち旧来から存在する伝統的産業は主として低所得の中高

年世代によって担われる一方、発展を促進する所得の高い新規産業分野には若
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年世代が大量に投入されがちである。世代間分配が極端に悪化すると、経済発

展そのものの芽が摘みとられるおそれもある。 

 第５に、旧社会主義国が市場経済へ移行したさい、それまであった社会保障

制度が崩壊し、従来の負担が無に帰して社会保障給付は受けられなくなった。

その結果、とくに高齢者が市場経済化に強い不満をもつことになった。他方、

いったん無に帰した社会保障負担を若者に再びどう受けいれてもらうのか、高

齢者の生活安定資金を公的にどう調達するのか等々、世代間の利害調整にかか

わる問題は移行経済国でも緊急性を帯びた問題となっている。 

 世代間の利害調整を迫られる問題が日本だけでなく地球的規模でいくつか存

在するのは上述のとおりである。それにもかかわらず経済学や政治学では、２、

３の例外を除くと、この問題を直接に取りあげて本格的に究明することがこれ

までほとんどなかった。 

 世代別の利害が現在どういう状況になっており、将来どうなるのか、また利

害調整に関する世代別の意向がどうなっているのか。この２つを理論・計量分

析や意識調査で明らかにすること。そして、それらの分析や調査をふまえつつ、

世代間の衡平について原理的考察を深めた上で、世代間の適切な利害調整に関

する分析フレームを新たに開発し、個別の問題に即した利害調整の方法を個々

の国ごとに具体的に提案すること。それらの必要性はきわめて大きい。 

 上述のような研究の必要性・緊急性をふまえて、当該プロジェクトでは次の

６つを研究目的とした。 

 第１に、地球温暖化問題をめぐる世代間の衡平性をどのように考えたらよい

のか、それを経済学と倫理学の立場から原理的に考察し、その考察にもとづい

た負担原則を新たに提言する。 

 第２に、先進工業国における年金・医療・介護の問題をめぐって世代間の利

害が今後どうなるのかを経済理論的・計量的に明らかにし、その利害を適切に

調整する方法を具体的に提案する。そのさい国別の個別状況をふまえつつ、「公

私の役割分担」のあり方や制度の切りかえに伴う移行問題の処理方法について

も明らかにする。 

 第３に、少子化の進行が世代間の利害にどのように影響をするのかを経済学

の立場から理論的・計量的に明らかにする一方、外国人労働者を日本にどのよ

うに受けいれるべきかについても諸外国の経験に学びながら具体的に提案する。 

 第４に、日本とアジアを念頭におきながら経済発展における世代間の利害調

整のあり方を理論・実証の両面から究明する。 

 第５に、市場経済への移行国における社会経済統計を収集して、客観的な世

代間利害の構造を解明する。そのさい世界的共通問題と移行国の特殊問題を区

別し、移行国における世代間利害調整の経済政策的含意を吟味する。 

 第６に、世代間利害調整において日本の政治がいかなる問題を抱えているの

かを具体的に明らかにし、また円滑な世代間利害調整を行うために政治がいか

に変わらなければならないのかを示す。 
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2.5 研究経過 

 まず、当該研究（第１期）専用のウェッブサイト 

http://www.ier.hit-u.ac.jp/pie/stage1/Japanese/top.html 

を開設し、研究情報の発信に積極的に努めた。当該ウェッブサイトには英語版

も用意した。 

研究の進展にともなって当該研究に対する内外の認知度や注目度は徐々に高

まっていった。研究開始直前に朝日新聞の記者から受けたインタビュー記事が

2000 年９月 27 日（水）の朝日新聞朝刊に掲載されたことを手はじめに、当該

プロジェクトの紹介記事が 2002 年４月６日（火）の日本経済新聞朝刊「発信源」

の記念すべき第１号記事として掲載された。 

 計画研究班別の中間的な研究成果の主要部分は学術専門誌『経済研究』53(3)、

2002 年７月、に「世代間利害調整」特集号として掲載された。 

 さらに、中間的な研究成果を広く社会に還元するため、2002 年９月６日（金）

に公開の合同シンポジウムを東京の都心部（霞ヶ関ビル８階のアジア開発銀行

研究所会議室）で開催した。このシンポジウムは日本学術会議・経済理論研究

連絡委員会の求めに応じたものである。このシンポジウムには大学や研究機関

の研究者・行政担当者・報道関係者等 100 余名が参加し、各報告に対してレベ

ルの高い質疑と応答が行われた。 

研究が進捗するのにともなって当該プロジェクトにかかわる研究論文・研究

書が英文・和文を含めて次々に刊行された。内外の学会における研究発表やレ

フェリーつき学術専門誌への論文投稿も積極的に進めた。なお研究成果は極力、

英文でも発表するように努めた。世界へ情報発信し、世界レベルの研究水準を

維持するためであった。 

 当該プロジェクトでは第１期の５年間に 20 回以上にわたる国際会議を連続

して開催し、そこに内外の最高権威を随時招聘した。そして、かれらによる基

調報告・討論・コメント・評価を通じて研究内容をいっそう充実・深化させる

とともに、分担課題の裾野拡大を不断に図った。 

2.6  主な研究成果 

 主な研究成果は以下のとおりである。ここでは年金や雇用に関わる研究成果

のみを紹介する。 

① 財政方式のベストミックス 

 賦課方式と積立方式は給付建ての下では経済的側面に関するかぎり大差がな

い。従来、賦課方式の問題点だと考えられていたものの大半は給付建て制度に

固有のものである。積立方式に移行しても、その収益率は賦課方式下の内部収

益率とほとんど変わりがない。移行費用が別途生じるからである。この点は従

来の通念とは全く異なっている。ただ、政治的にみると賦課方式のリスクは依

然として大きい。そのリスクを未然に除去するためにスウェーデンでは自動安

定装置を開発した。ドイツの sustainability factor も自動安定装置として機能す

る。日本で 2004 年に導入されたマクロ経済スライドも同様である。 

なお人口高齢化や少子化による年金財政上の諸困難は経済成長を維持するか
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ぎり軽減することができる。公的年金の財政を積立方式に切りかえたからとい

って、その諸困難を除去することができるわけではない。 

② 給付建てと掛金建てのベストミックス 

スウェーデン型「みなし掛金建て方式」への移行によって若者の年金離れに

歯止めがかかる可能性がある。保険料拠出と年金給付を１対１に対応させるこ

とは年金制度空洞化対策の切り札となるだろう。みなし掛金建て方式は給付建

て方式の特殊例であることを年金数理的に示すことができる。ただ、給付建て

の場合、高齢化が進行したり経済成長率が低下したりすると、受給開始年齢を

引き上げたり年金水準を切り下げたりせざるをえなくなる。そのさい政治家や

官僚は国民批判の矢おもてに立たされる場合が多い。他方、みなし掛金建て方

式の下では結果的に同じことが生じても、それは経済や社会が悪いことになり、

政治家や官僚は責任を追求されなくなる可能性がある。 

 給付建ての企業年金では未積立の年金債務を事業主の責任で全額償却するこ

とが求められる。ただ、その償却の過程でボーナスや月給がカットされたり雇

用リストラが強化される場合が多い。実際には従業員本人も給付建てのリスク

を負担するのである。他方、掛金建ての企業年金は投資リスクを従業員に負担

させる制度であると考えられている。実際には労使交渉のなかで元本保証や最

低利回り保証を事業主の責任において行う例が少なくない。したがって両者の

リスク負担者は実際には大差ないものになる可能性がある。掛金建て制度への

年金シフトは企業会計・企業経営上必然の流れである一方、老後の安定的生活

資金としては給付が確定している方が望ましいので、折衷的なハイブリッド・

プランに収斂する可能性が高い。 

③ 公私の役割分担 

 公的年金財源として税金を投入する場合、どのような給付を税金で賄うべき

かを日本でも再検討する必要がある。近年、先進工業国では増税が容易でない

ため、年金保険料で賄う年金給付と税金で賄う年金給付を区分けし、後者を所

得階層別にみて「上に薄く下に厚い」給付に改めた国が少なくない。公的年金

の保険料をさらに引き上げたり、公的年金財源を調達するために増税したりす

ることは先進工業国ではいずれも不人気となっており、経済活性化策とからめ

て年金保険料の引き上げを凍結している国がほとんどである。人口高齢化がさ

らに進展していく中で、職域や個人をベースとした老後所得の準備に政策の重

点を移している。 

④ 日本の年金改革への提言 

日本における公的年金問題の核心は少子高齢化の進展や積立金運用の失敗に

はない。むしろ過去において低負担のまま高給付を約束してきたために財源が

手当てされていない給付債務が膨大な額（2004 年改革前の段階で 600 兆円強）

に達していたことにある。過去拠出分にかかわる債務超過を、誰がいつどうや

って圧縮するのか。それを決めることが年金改革の焦点にほかならない。公的

年金制度を長期的に持続可能とするものは加入者の制度加入意欲（incentive 

compatibility）と法令遵守（compliance）の２つである。 
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⑤ 雇用の流動化・多様化への対応 

 給付建ての制度では、雇用の流動化・多様化の問題に首尾よく対応すること

ができない。掛金建て、ないし、みなし掛金建ての制度のウエートを高めるこ

とは、この意味で時宜にかなっている。なおパートタイマーへの厚生年金適用

は「今日の賃金を一部失って明日の年金を厚くする」ことを意味している。 

⑥ 高齢者雇用の実態分析 

1992 年、1996 年、2000 年の厚生労働省『高年齢者就業実態調査（事業所調

査）』を用いてハザードモデルを推定し検証した結果、次のような結論を得た。

まず、定年制には、その年齢以降の雇用排出機能と同時に、その年齢までの雇

用保障機能がある。したがって 60 歳以降の雇用継続をねらって年齢差別禁止を

理由に強制的に定年制を禁止した場合、60 歳以降の雇用が拡大される一方、50

代後半において雇用が排出され、雇用不安が発生する可能性がある。さらに、

賃金の年功カーブが急勾配になっている企業ほど、50 代の離職者が多く、高齢

者活用が進んでいない。 

⑦ 若年時における非正規就業とその後 

 若いころフリーターであった女性の場合、正社員であった女性に比べ、その

後の就業や婚姻、夫の所得においてどのような違いがあるかについてパネルデ

ータを用いて分析した。男性が若いころ非正規就業であったことの経済的ハン

ディキャップはその後も残る。女性についても個人の追跡データにより、その

ことが確認された。すなわち 25 歳時に非正規社員として就業していた未婚者あ

るいは無業であった未婚者は結婚年齢が遅く、また結婚した人についても、夫

の平均年収が相対的に低い。そして無配偶者が多いことや所得効果の影響を反

映して、逆にその後、就業している人が多い。就業に関する世代間の利害調整

を論ずる場合、雇用機会の奪いあいだけではなく、若年時に非正規就業を選択

すると、それが男女にかかわりなくその後にも影響していることを考慮する必

要がある。 

⑧ 就業機会についての世代対立を回避するために 

1990 年代に中高年ホワイトカラーの雇用不安がさかんに叫ばれたが、実際に

多くの就業機会を失っていたのは、むしろ若年のほうだった。1996 年から 98

年のわずか 3 年間に 20 代前半の就業機会は 10％近く消失した。背景にあった

のは企業内の中高年増加に対する人件費削減策としての若年採用の抑制だった。

特に大企業では 90 年代を通じて中高年比率が高くなった事業所ほど新卒求人

を抑えた。ちなみに 90 年代末には、事業所内で 45 歳以上の社員割合が１パー

セント高まると、その後半年のあいだに約２パーセントの雇用が削減されると

いう状況が生じていた。 

これらの就職困難の結果として、仕事につかず、学校にもいかず、職業訓練

を受けていない「ニート（NEET）」と呼ばれる若者が 90 年代末以降、急増し

た。25 歳未満で就職希望を持たないニートは 1997 年には 8 万人だったが、2003

年には 40 万人に達した。ニートには、働くことに自信がもてない、対人関係（コ

ミュニケーション）が苦手と感じる、やりたいことがみつからないことで立ち
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すくむといった共通した特徴がみられる。ニート予防対策としては、14 歳時点

ごろに少なくとも１週間程度にわたって地域における職業体験を全国的に実施

することが有効である。このことを富山県と兵庫県のヒアリング調査から発見

した。 

⑨ 若年の就業機会を拡大するマッチング機能のあり方 

異なる世代間で限られた就業機会を奪いあう状況がつづいている。そのなか

で新規参入者である若年者は相対的に不利な立場にある。一方、若年について

は求職以上に潜在的な求人は少なくないともいわれる。また若年失業について

は特に「希望する種類や内容の仕事がみつからない」例が多い。若年の就職を

拡大するためには仕事と個人のマッチングを高める必要がある。そこで望まし

いマッチングのあり方を探るべく、43 都道府県のジョブ・カフェを訪問調査し

た。マッチングは、カウンセリングと呼ばれる求職者の気づきを高める個別相

談指導と、本人の適性や能力に合致した求人先を開拓・紹介するコンサルティ

ングから構成される。さらには困難を抱える若者は支援の場から距離を置く傾

向があるため、それらの若者に接近する経験やノウハウ（アウトリーチ）が重

要となっている。これらの機能の向上には支援者による多様な経験の蓄積が欠

かせない。若年マッチングの効率性を高めるには、カウンセリングとコンサル

ティングを分化して行うのではなく、担当者が両面の役割を統合して行う場合

のほうが有効である。さらに求人内容を具体的に見きわめて、それに合わせた

求職者を求めるよりも、逆に求職者の特性や希望を具体化した上でそれに応じ

た求人先を開拓するという流れのほうがマッチングには有効である。マッチン

グの場へ若年を誘導したり、就業困難を抱える若者を把握したりするためには、

学校・福祉などの専門機関と就職支援機関の早期からの持続的な連携が必要で

ある。 

年金・雇用以外の研究テーマに関する研究成果については以下のウェッブサ

イトを参照されたい。 

http://www.ier.hit-u.ac.jp/pie/stage1/Japanese/saishu/index.html 

 

2.7 研究成果の取りまとめ状況 

 第１期の最終的な研究成果は以下の英文研究書２冊と和文の研究書５冊に取りま

とめた。英文の研究書は 

Takayama, N. ed., Taste of Pie: Searching for Better Pension Provisions in Developed 

Countries, March 2003. 

Takayama, N. ed., Pensions in Asia: Incentives, Compliance and Their Role in Retirement, 

February 2005.  

として、いずれも丸善（東京）から刊行されている。また和文研究書５冊のタイトル

等は次のとおりである。 

(1) 鈴村興太郎編『世代間衡平性の論理と倫理』東洋経済新報社、2006年 

(2) 佐藤主光・田近栄治・鴇田忠彦編『医療と介護の世代間格差』東洋経済新報

社、2005年 
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(3) 高山憲之・斎藤修編『少子化の経済分析』東洋経済新報社、2006年 

(4) 西村可明編『移行国の年金改革』ミネルヴァ書房、2006年 

(5) 北岡伸一・田中愛治編『年金改革の政治経済学』東洋経済新報社、2005年 

 さらに年金問題に関して次の２つのプロシーディングズを刊行した。 

  『スウェーデンに学ぶ政治家主導の年金改革』2002 年１月。 

   The Balance Sheet of Social Security Pensions, February 2005. 

いずれも本研究プロジェクトが編集したものである。前者は「みなし掛金建て」制度

導入を柱とするスウェーデンの年金改革を担当大臣として陣頭指揮した Bo Könberg

氏をメインゲストに迎えた国際会議（2002 年１月開催、於東京。本研究プロジェク

ト主催）の会議録である。その会議には日本の国会議員が 24 名参加し、Könberg 氏

に対して鋭い質問を連発した。また後者は最近、世界の年金専門家の間で関心が高ま

っている公的年金のバランスシートをめぐって開催された国際会議（2004 年 11 月開

催、於東京。本研究プロジェクト主催）の会議録である。この国際会議における報告

と議論は世界が共有する知的財産の１つとなり、これから年金改革を進めるさいの重

要な指針を提供した。本研究プロジェクトではプロシーディングズを合計で６点刊行

したが、上記の２点はその中で傑出した内容を有している。なお上記２点のプロシー

ディングズは当該研究の専用ウェッブサイトから直接ダウンロードすることができ

る。 

 上記の研究書・プロシーディングズ以外にも当該研究プロジェクトに関連した個別

テーマについて第１期の研究期間中に研究書（単行本）や啓蒙書が合計で 85 冊、出

版されている（2005 年３月時点）。さらに当該プロジェクト第１期に研究メンバーが

執筆した論文は全体として 635 本（そのうちレフェリーつき学術専門誌に掲載された

（または掲載予定の）論文は合計で 260 本）、学会・研究会報告は合計で 318 件、デ

ィスカッション・ペーパー（DP）刊行点数は合計で 327 点、新聞発表等 59 件に及ん

でいた（いずれも 2005 年３月時点）。DP も当該プロジェクト専用ウェッブサイトか

らダウンロード可能である。 

 

3. 第２期：2006 年度～2009 年度 

 

3.1 研究課題名等 

第２期の研究は特別推進研究（研究課題番号：18002001）として実施された。

研究課題名は「世代間問題の経済分析」である。なお当初の研究期間は 2010

年度までの５年間であった。 

 

3.2 研究プロジェクトの概要 

第２期においては、まず、世代間衡平性について従来の考え方を整理し、そ

の一般化を図りつつ、異時点間にわたる資源の有効配分原理を体系的に考察し

た。ついで、年金・医療・雇用の３つの問題に着目し、引退プロセスに関する

パネル調査をはじめとする各種の調査を実施しながら、世代間問題の内実を的

確に把握する一方、経済理論を駆使して世代間問題の本質を抉り出した。そし
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て、世代間対立を世代間協調に転換するための具体的方法をいくつか提言した。 

 

3.3 研究組織（2010 年３月時点） 

（研究代表者） 

高山憲之  一橋大学経済研究所教授 

（研究分担者） 

鈴村興太郎 一橋大学経済研究所名誉教授 

青木玲子  一橋大学経済研究所教授 

（連携研究者） 

玄田有史  東京大学社会科学研究所教授 

清水谷諭  独立行政法人経済産業研究所コンサルティングフェロー 

小椋正立  法政大学経済学部教授 

原千秋   京都大学経済研究所教授 

 

3.4 研究経過 

研究を推進するにあたって研究班を５つ（高山・青木班、鈴村・原班、玄田

班、清水谷班、小椋班）編成し、それぞれが内外の関連する第一線の研究者と

の連携を密にしながら調査と分析に取組んだ。 

その中で特別の重点を置いたのは新しいパネル調査の実施である。すなわち日本

人の引退年齢は早期退職で悩む欧米よりもはるかに遅く、その解明が世界的にも待

たれている。しかし日本における引退プロセスの研究は、これまで実証面での蓄積が

少なかった。その最大の理由は健康状態、経済的地位、家族関係と就業状態等を同

時に十分把握できるデータが存在しなかったからである。そこで、50 歳以上を対象に

した包括的な世界標準のパネル調査「くらしと健康の調査」JSTAR（Japanese Study of 

Aging and Retirement）を日本で初めて実施し、国際的なプロジェクトの一環としてアメ

リカの HRS (Health and Retirement Study)、イギリスの ELSA (English Longitudinal 

Study of Ageing) 、大陸ヨーロッパの SHARE (Survey of Health, Ageing and 

Retirement in Europe) などと比較可能なデータセットを作成した。 

第２期の研究期間中に 10 回に及ぶ主要な国際会議を開催するとともに、多数の研

究書、レフェリーつき学術専門誌向けの論文、ディスカッション・ペーパーを刊行し

た。さらに、中間的な研究成果を広く社会に還元するため、2008 年９月 12 日～13

日の 2 日間にわたって公開の国際会議（持続可能な社会のための科学と技術に関する

国際会議）を東京ステーションコンファレンス５階サピアホールで開催した。この国

際会議は日本学術会議が主催し、当該研究プロジェクトが共催団体のひとつとなって

企画したものである。 

本研究プロジェクトの中間的な研究成果の一部は学術専門誌『経済研究』59(4)、

2008 年 10 月、および同誌 61(2)、2010 年 4 月、にそれぞれ小特集として掲載された。 

そして当該研究プロジェクト第２期目の第４年度に直近３年間分の Progress 
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Report を英文で取りまとめ、2009 年７月に外国人研究者７人からピアレビューを受

けた。Progress Report とピアレビューの結果は以下のウェッブサイトに掲載されてい

る。 

http://www.ier.hit-u.ac.jp/pie/stage2/English/report/PR0906.html 

http://www.ier.hit-u.ac.jp/pie/stage2/English/report/PR0907.html 

ここでは、ピアレビューの結果をいくつか紹介しておく。 

① 世界銀行／ロバート・ホルツマン教授 

研究対象の具体的な選定、世界に広がる研究者ネットワークの活用、発表さ

れた論文・著書の質的水準、研究成果の発表方法と広報、の 4 つについて総合

的に検討した結果を申し上げると、当該特別推進研究の進捗状況は実にお見事

という他はない（very well done and implemented）。当該研究プロジェクトがス

テージ２からステージ３へとさらに進展することを願っている。 

② 米国ペンシルバニア大学／オリビア・ミッチェル教授 

当該特別推進研究のパフォーマンスに対する私の評価はきわめて高い（quite 

positive. 特にパネルデータ JSTAR の構築には分析・政策両面で新たな期待を寄

せており、胸をワクワクさせている）。参加メンバーはこの間、野心的な研究

を遂行し、研究成果の発表に努め、社会的要請がきわめて高い政策問題の解明

に取りくんできた。彼らが研究に注いできたエネルギーと熱意に拍手喝采をお

くるとともに、このメンバーをもってすれば今後５年間についても内外の期待

に応える高水準の研究がさらに推進されると確信している。 

③ 豪州ニューサウスウェールズ大学／ジョン・ピゴット教授 

この間の当該特別推進研究に対する私の総括的評価は「優」であり、今後に

期待している（very positive）。重要な世代間問題が学術的に深く分析され、国

際共同研究にも積極的に取りくんできた。さらに研究成果も既に国際的に認知

されているからである。当該特別推進研究は今や日本における先端的な研究拠

点として地球規模で認められ、その認識が国際的に拡大している。これは、研

究代表者が国際レベルの高い研究水準を要求しつつ、深い洞察力に基づいて研

究全体を統率してきたことの証である。 

④ 英国オックスフォード大学・日産日本研究所／マーク・レビック博士 

総じて玄田チームは日本の労働市場および若年世代が直面している諸問題に

ついて我々の知識を深めるのに重要な貢献をしてきた。すなわち中高年の雇用

安定化によって若年層の一部が労働市場から締めだされてしまったことを実証

的に明らかにした。1992 年以降の 10 年間に日本で生じたのは、まさにこのよ

うな雇用をめぐる世代間問題であった。研究成果の一部は関連領域における世

界的なトップジャーナルである JHR に掲載され、質的水準も高い。英語で研究

成果が公表される等、世界の学術研究にも貢献してきた。今後、玄田チームが

引きつづき研究資金を得て研究を継続していくことができるよう強く推薦する

次第である。 

⑤ 米国ストーニーブルック大学／ウォーレン・サンダーソン教授 

日本は世代間問題の早期解決を迫られている国の１つであり、日本の成功や
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失敗に他国は多くのことを学ぶだろう。仮に当該特別推進研究が不在であった

としたら、そのような研究プロジェクトの立ち上げを私は熱い思いをこめつつ

提唱していたと思う。当該特別推進研究は、この間、生産的かつ革新的なプロ

ジェクトでありつづけた。今の進行状況も良好である。当該特別推進研究に対

する私の総括的評価は「最優秀」（excellent）であり、このような称賛に値す

る高水準の研究が今後も引きつづき行われるだろうと期待している。 

 

3.5 主な研究成果（年金・雇用関連のみ） 

① 公的年金の制度改革にあたりバランスシート・アプローチを提案し、その

有用性を示した。さらに制度への加入インセンティブを確保することが重要で

あり、かつインセンティブ問題からレガシーコスト問題を切り離し、別処理す

る必要があると指摘した。 

② 年金記録問題は日本だけでなく、どこの国でも起こっている。日本におけ

る年金の記録漏れや給付漏れの主な原因は、間違いが必ず起こることを前提に

した点検と修正のためのバックアップ体制が用意されていなかったことにある。

さらに情報サービス提供型の積極行政に切りかえるためには各人の現住所情報

を全行政機関が共用する体制をつくる必要があること、等を指摘した。 

③ 中高年の就業が確保されることの代償として若年採用が抑制されるとい

う「雇用の置換効果」および就職困難期に卒業した世代の雇用状況は景気回復

後もあまり改善されないという「世代効果」の２つが 1990 年代の日本に存在し

たことを明らかにした。 

④ 低所得の親世代と同居する若年世代ほど、就業希望を有しないニート状態

の無業に陥る傾向が強まっていることを実証した。その影響は低学歴の特に若

い男性世代で顕著であり、ニート問題が貧困の世代間再生産という構造的側面

を持っていることを示した。 

⑤ 非正規雇用の正規雇用への移行は日本では困難であると通常、思われてい

る。しかし正規化が困難なのは１年未満で転職を繰り返している非正規であり、

２年を超える年数を同一企業内部で継続就業し技能を蓄積すれば、非正規であ

っても正規雇用への転職確率が高くなることを既存調査の特別集計で見いだし

た。 

⑥ 2007 年および 2009 年の２回にわたって「くらしと健康の調査」（JSTAR）

を実施した。同調査は医療・介護のレセプトデータや健康診断データとの突合、

栄養摂取調査など日本独自のデータともリンクが可能となっており、利用価値が

格段に高い。JSTAR は世界標準を満たす中高年パネル調査の一家族としての地位

を既に世界的に確立した。 

⑦ 欧米とは異なり、日本では引退プロセスが長く、かつ多様である。JSTAR

では「就業中か無業か」という２分法では日本の実態をとらえきれない点が明

らかになった。就業している男女の割合は 50 歳台半ばで８割程度であり、年齢

とともに低下するものの、75 歳時点でも 2 割強となっている。一方、無業者の

割合は 50 歳代半ばではゼロに近く、75 歳でも 2 割程度にとどまっている。残
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りの人は就業と無業の中間的な段階（失業、家事専業、自治体活動、ボランテ

ィア活動、病気療養中など）にあり、特に 60 歳代半ば以降その割合が高く、75

歳時点でも半分強に及んでいる。これは、仕事をいきなりすべてやめてしまう

のではなく、就業時間を短縮したり、就業日数を少なくしたりするといった形

で、長い時間をかけて徐々に労働市場から退出するという行動が少なくないこ

とを示している。 

⑧ 2000 年から 2005 年までの出生率低下には若年男性の労働市場における不

確実性の急激な上昇が最も重要な要因として作用していることを明らかにした。

出生率を回復させるためには子育てコストを引き下げるだけではなく、若年男

性の雇用を正規化することも効果的である。 

なお、年金・雇用以外の研究成果については以下のウェッブサイトを参照さ

れたい。 

www.ier.hit-u.ac.jp/pie/stage2/Japanese/ 

 

3.6 研究成果の取りまとめ状況 

まず、第２期の４年間に英文研究書７冊と和文の研究書 12 冊を刊行（刊行予

定を含む）した。さらに、この間に研究メンバーが執筆した論文は全体として

145 本（そのうちレフェリーつき学術専門誌に掲載された（または掲載予定の）

論文は合計で 88 本）、学会・研究会報告は合計で 151 件、ディスカッション・

ペーパー刊行点数は合計で 185 点、新聞発表等 10 件に及んでいる（いずれも

2010 年３月末時点）。そのうち主な研究書と新聞記事は以下のとおりである。 
 
〔研究書〕 

(1) Bossert, W. & Suzumura, K., Consistency, Choice, and Rationality, Harvard 
University Press, 2010, 218p. 

(2) Ichimura, H., Hashimoto, H. and Shimizutani, S., The Japanese Study of Aging 
and Retirement: JSTAR First Result, In-house publishing, 2011, 309p. 

(3) 高山憲之『年金と子ども手当』岩波書店、2010 年、144p. 
(4) Aoki, Reiko, Topics in Economics of Intellectual Property and Innovation, 

Maruzen Co. Ltd., 2010, 178p. 
(5) 鈴村興太郎『厚生経済学の基礎：合理的選択と社会的評価』岩波書店、

2009年、574p. 
(6) Takayama, N. and Werding, M. eds., Fertility and Public Policy, MIT Press, 

2011, 294p. 
(7) Holzmann, R., Robalino, D. and Takayama, N. eds., Closing the Coverage Gap: 

the Role of Social Pensions, World Bank, 2009, 242p. 
(8) 東大社研・玄田有史・宇野重規編『希望学［4］希望のはじまり－流動化

する世界で』東京大学出版会、2009 年、295p. 
(9) 東大社研・玄田有史・中村尚史編『希望学［3］希望をつなぐ－釜石から

みた地域社会の未来』東京大学出版会、2009 年、6 月、341p. 
(10)  東大社研・玄田有史・中村尚史編『希望学［2］希望の再生－釜石の歴

史と産業が語るもの』、東京大学出版会、2009 年、344p. 
(11)  東大社研・玄田有史・宇野重規編『希望学［1］希望を語る－社会科学
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の新たな地平へ』東京大学出版会、2009 年、295p. 
(12)  Roemer, J. and Suzumura, K. eds., Intergenerational Equity and Sustainability, 

Amsterdam: Palgrave, 2007, 256p. 

 

〔新聞記事等〕 

(1) 高山憲之「年金記録漏れ、海外でも」日本経済新聞、2008 年 7 月 25 日 

(2)  高山憲之「消えた加入記録：年金点検 政府の総力で」読売新聞、2007 年

6 月 7 日 

(3)  清水谷諭「社会保障制度の再設計へ「世界標準」のデータの整備を」日

本経済新聞、2007 年 3 月 16 日 

 

4. 第３期：2010 年度～2014 年度 

 

4.1 研究課題名等 

 第３期の研究は特別推進研究（研究課題番号：22000001）として現在、実施

中であり、その研究課題名は「世代間問題の経済分析：さらなる深化と飛躍」

である。 

 

4.2 研究組織（肩書は 2014 年 11 月時点） 

（研究代表者） 

高山憲之  公益財団法人年金シニアプラン総合研究機構研究主幹  

（研究分担者） 

鈴村興太郎 公益財団法人年金シニアプラン総合研究機構客員研究員・一

橋大学名誉教授 

青木玲子  公益財団法人年金シニアプラン総合研究機構客員研究員・一

橋大学教授 

（連携研究者） 

玄田有史  東京大学社会科学研究所教授 

小椋正立  法政大学経済学部教授 

小塩隆士  一橋大学経済研究所教授 

土居丈朗  慶応義塾大学経済学部教授 

原千秋   京都大学経済研究所教授 

臼井恵美子  一橋大学経済研究所准教授 

清水谷諭    独立行政法人経済産業研究所コンサルティングフェロー

（2010 年度のみ） 

 

4.3 研究目的 

 第３期においては 2006 年度から進めてきた第２期の特別推進研究を再構築

し、研究対象を拡大しながら研究水準を飛躍させることにした。そのさい、経

済学的アプローチによって世代間問題の諸側面を可能なかぎり包括的に明らか
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にする一方、問題克服のための具体的方法を提言する。 

分担研究課題別の研究目的は以下のとおりである。 

① 世代間衡平性をめぐる厚生経済学：隣接する世代間に羨望が無いという意

味の衡平性とパレート効率性の２つをどう両立させるのかという問題を解明す

る。さらに、新たな問題を２つ提起して世代間衡平性の厚生経済学を大きく飛

躍させる。第１に、将来世代の選好を視野に収めた資源配分理論を展開する。

第２に、将来世代の可塑性（malleability）問題、すなわち現在世代の行動選択

いかんによって将来世代のアイデンティティが異なる影響を受ける可能性があ

るという問題、を明示的に分析する。 

② 年金をめぐる世代間問題：受給開始年齢の引き上げ等、日本における公的

年金制度の改革、年金制度の管理・運営等について検討し、成案を得る。さら

に、年金に関する国際会議を開催し、世界最先端の研究情報を世界に向けて発

信する一方、その成果を英文研究書として刊行する。 

③ 雇用をめぐる世代間問題：労働市場・企業組織・家庭という 3 つの観点か

ら総合的に雇用と世代の問題を検証する。さらに、将来の就業に関する「希望」

が世代間でどのように異なり、各世代の希望にいかなる相互作用が働いている

かに注目した独自のアンケート調査を実施する一方、岩手県および福井県にお

けるフィールドワークを継続・深化させる。 

④ パネルデータ作成による引退プロセスの研究：第３回 JSTAR (Japanese 

Study of Aging and Retirement: 50 歳から 75 歳までを対象にした包括的な世界標

準のパネル調査）を実施し、引退プロセスを総合的に検証しつつ、実証研究結

果に基づいた有効な高齢者人材活用策を企画立案する。 

⑤ 子供の貧困と子育て支援：貧困が子供の健康や教育達成、あるいは成人後

の well-being に及ぼす影響を、家族形成プロセスや親の就業選択行動との関係

を明示的に考慮しながら実証的に明らかにする。その上で、雇用と子育てに焦

点をあてたパネル調査 LOSEF（Longitudinal Survey on Employment and Fertility: 

調査対象は 20～49 歳の男女）を国際コンソーシアムの一環に組みこみ、米独韓

等と連携しながら日本で実施する。それは JSTAR の青壮年版としての意味をも

ち、若年失業や子供の貧困問題の解明に資すことが期待される。 

⑥ 親子間のスキル伝達：親が子の性格形成や就業機会に与える影響を経済学

的に考察する。 

⑦ 医療をめぐる世代間問題：高齢者を在宅で介護している家族介護者の負担

感と施設介護需要および入院医療需要の関係等を検討する。くわえて、日本に

おける高齢者の医療費が若年者の医療費に比べて格別に高い原因を究明する。

そして、公的医療保険におけるリスク調整問題を分析する。 

⑧ 財政赤字をめぐる世代間問題：政府債務累増と財政健全化策の各世代に与

える経済的影響を理論的･実証的に分析し、財政赤字の累増、財政再建の進め方

や政治過程の改革について政治的な実現可能性を考慮した政策的含意を提示す

る。 

⑨ 選挙制度の見直し：時代を超えた所得分配を可能にする安定した新しい政
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治・選挙制度の考案を目指し、Demeny 投票方式などの選挙・政治制度を政治

学者と共同で分析する。 

以上の分析を進めるに際して、国内外の学会等において研究成果を発表し、

そこでの討論を通じて研究の質的向上を図るとともに、研究関心を共有する研

究者を招聘したり、先方の研究機関において集中的な共同研究を推進したりす

る。さらに国際的な学術雑誌へ継続的に投稿する一方、英文および邦文の研究

書を出版して研究成果の公表にも積極的に努める。 

 

4.4 研究内容の拡大と深化 

第３期の研究は 2006 年度から進めてきた第２期の研究「世代間問題の経済分

析」を再構築し、研究対象を拡大しながら、研究水準をいっそう引き上げよう

とするものである。第２期の研究は年金・雇用・医療・世代間衡平性などを研

究対象としていた。そこでは、健康情報と所得情報を備えた高齢者に関するパ

ネルデータ（JSTAR）を構築する一方、多くの実証分析や国際比較を実施し、

それらの結果をふまえた社会保障政策をいくつか提言してきた。さらに国際的

な研究ネットワークを形成し、その維持・拡大に努めた。 

 世代間問題は、この間に一層重大となり、重層化の様相をますます強めてい

る。第３期の研究では従来の研究を継続・深化させるとともに、研究対象を子

育て支援・教育・財政赤字・投票制度などを含むものに拡大した。さらに世代

間衡平性に関する研究も将来世代の可塑性を明示的に考慮したものに飛躍させ

た。くわえて第３回 JSTAR 調査を 2011 年に実施してパネル調査としての内実

を整えた。そして、そこで得られた豊富な経験を活かしながら、雇用と子育て

に焦点をあてた「くらしと仕事に関するパネル調査(LOSEF)」をドイツの SOEP

や、韓国の KLIPS 等とタイアップしながら国際的なコンソーシアムの一環とし

て実施した。 

研究対象の拡大に応じ、既に国際的に高い評価を得ている研究者を第３期ス

タート時に新たなメンバーとして加えた。また、国立社会保障人口問題研究所

の阿部彩部長および東京工業大学の稲垣誠一客員教授（前一橋大学教授）も研

究協力者として第３期には参加している。 

 

4.5 これまでの研究成果（新たな知見、学術的なインパクトを含む） 

まず、第３回 JSTAR を清水谷が中心となって 2011 年の２月に実施した。次い

で、LOSEF のパイロット調査と第１回調査を 2012 年に組織メンバー全員で設

計・実施した。さらに第２回 LOSEF を 2014 年 11 月に実施した。そして、卒業

直前の学生調査とそのフォローアップ調査（卒業から１年後）も実施した。くわ

えて、第３期研究計画の趣旨（雇用と子育てに焦点をあてたパネルデータの構

築・分析）を首尾よく達成するため、第３期研究計画書では具体的に記載しなか

った調査（第１回ねんきん定期便および年金ネットを利用した老壮青を対象とす

る「くらしと仕事に関するインターネット調査」）を LOSEF の一環として実施し

た。その結果、最長 45 年にわたる賃金稼得記録（旧社会保険庁が維持更新して
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きた日本における最大規模の個人別行政記録の転記データ）を含むパネルデータ

を一挙に構築することが成就され、LOSEF の内実は当初計画を遙かに超えた長

期的かつ包括的なものになった。現在、それらの調査結果を鋭意分析している。

なお、LOSEF については近い将来、そのデータを公開する予定である。 

2010 年度からの４年間に刊行した Discussion Paper は 151 本、雑誌論文等は 183

本、うち査読つき論文は Journal of Economic Theory, Journal of Human Resources, 

Social Choice and Welfare, Information, Economics and Policy, Japanese Economic 

Review, Journal of Japanese and International Economies 等に 76本が掲載された（掲

載予定込み）。また、学会等発表は 144 件、うち招待講演は 43 件であった。さら

に、Choice, Opportunities and Procedures（ハーバード大学出版会）、『公立と公平

を問う』（日本評論社）をはじめとする著書・編著を 30 点、刊行した（刊行予定

込み）。DP は専用ウェッブサイトで全てダウンロード可能である。なお、LOSEF

を利用した研究成果の一部は専門誌『年金と経済』31(3)、2012 年 10 月、および

同誌 32(2)、2013 年７月、にそれぞれ小特集として掲載された。 

過去４年間における各研究班別の主な研究成果（新たな知見・学術的インパク

ト・独創性などを含む）は次のとおりである。 

高山班では、まず第１に、年金に関連する２つの国際会議を主催し、その成果

を２冊の英文編書に取りまとめ、刊行した。第２に、年金問題に関する研究成果

を別の英文編著２冊に取りまとめ、出版した。第３に、新たな知見として得たの

は主として次の７つである。すなわち、①日本では学校や大学を卒業した直後に

正社員として入社した人の初職からの早期離職が年々増大している。たとえば、

2011 年４月時点における年齢階層が 30～34 歳層であった男性の場合、初職入職

後から６年以内に半数が初職企業から離職していた。その離職要因としては、個

人属性よりも入職時や離職時のマクロ経済状況の方が大きく作用している。さら

に、初職からの離職は当初の 3 年間だけでなく、入職 4 年目以降もそれなりの規

模で生じている。②日本では、初職が非正規の場合、その後における正規への再

就職は年々厳しくなっており、65 歳以降の年金受給見込額も低くなるおそれが

強い（いわゆる bad start, bad finish）。③2011 年４月時点で 30～34 歳層に位置し

ていた男性正規ホワイトカラーの生涯賃金は親の世代より実質で２～３割低下

するおそれがある。④AIJ 事件で明らかになったように、積立方式の年金は投資

リスクが大きい。ちなみに、日本では積立不足や元本割れに苦悩している積立型

年金が少なくない。賦課方式下の年金を縮小・廃止して積立方式の年金に切りか

えても、新たな苦難が待ち構えており、年金問題の全面解決にはならない。⑤年

金が抱える政治リスクを回避するためには受給開始年齢を自動的に調整する等

のしくみを実装する必要がある。⑥ダイナミックマイクロシミュレーションモデ

ルを用いた分析によると、日本の貧困率は今後、大きく上昇するおそれが強い。

その上昇は主として高齢者層に生じ、その主な要因はマクロ経済スライドの導入

と結婚・離婚行動の変化に伴う家族の変容にある。⑦公的年金制度については、

戦後家族（専業主婦世帯）をモデルとした制度から 21 世紀型の日本社会に合致

した仕組みに改めることが必要である。 
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 鈴村は、第３期の４年間に４冊の研究書（単著・共著）を出版した。その中で、

鈴村整合性の概念に立脚する順序拡張定理を確立する一方、重畳する経済危機に

対処するための経済政策を究明し、鈴村が代表者として公表した日本学術会議の

提言「日本の経済政策の構想と実践を目指して」につなげた。さらに、共編著

Handbook of Social Choice and Welfare, Vol. II を出版し、世界における社会的選択

理論研究の里程標を築いた。くわえて、研究論文においても、無限視野の選択理

論を世界で初めて展開し、超長期における資源配分理論の基本的枠組みを提供す

るなど、精力的に研究を推進中である。 

 玄田班では、まず第１に、労働市場の「世代効果」（学校卒業時点が不況だっ

た世代は入職時点のみならず長期にわたって賃金が低く、正規雇用の機会も得に

くく、かつ離転職を繰り返しやすいこと）を検証し、その結果を精緻化した。と

くに、日米の労働力調査を比較し、日本の低学歴層ほど世代効果の影響を受けや

すいことを発見した。さらに「雇用の置換効果」（中高年の就業が確保されるこ

との代償として若年採用が抑制されること）についても研究を前進させた。第２

に、岩手県釜石市ならびに福井県全県を調査対象として実施したフィールドワー

ク調査でも実りを多い結果を得た。具体的には、震災前から行ってきた調査の知

見を踏まえ、雇用を中心に釜石市の復興政策構想を評価した。玄田は東日本大震

災復興構想会議検討部会委員ならびに釜石市の復興アドバイザーに就任し、その

知見を具体的提案に結実させた。一方、福井での調査結果は 2012 年 2 月、福井

新聞（土曜日朝刊）に長期連載された後、単行本として出版された。第３に、社

会生活基本調査を特別集計して、20～59 歳の未婚無業者（在学中を除く）のう

ち、ふだんずっと一人でいるか、家族としか交流を持たない「孤立無業者」（SNEP）

を初めて定義し、その実態解明と政策提言に努めた。その結果、① 孤立無業者

は 2011 年時点で 162 万人に達し、2001 年からほぼ倍増した、② 20 代など若年

無業者で孤立無業が急増した、③ 家族の庇護にある孤立無業者ほど求職活動を

断念する傾向がある、こと等を世代間問題の新しい知見として獲得した。 

小塩は、JSTARやLOSEF等の個票データを用いて実証分析を精力的に進めた。

その結果として得られた主要な知見は次の３つである。①女性の場合、近隣との

社会的関係が緊密であれば、ひとり暮らしでも満足度は高いが、男性は妻に先立

たれると満足度が大きく低下する。②生活満足度は健康感とは異なり、短期的な

所得の落ちこみには反応しないという、一種の歯どめ効果（ratchet effect）を持

つ。③子供期に親から受けた虐待やネグレクト、学校でのいじめ経験が成年期の

主観的厚生に及ぼす影響は、その後の社会経済的状況にはあまり媒介されずに、

むしろ直接的に作用する。一方、阿部は、10歳代に出産した母親は無配偶となる

確率が非常に高く、他の母子世帯に比べて学歴が著しく低いこと、出身家庭にお

ける親の離婚や死亡・虐待の経験が多いこと、子どもの状況（健康状況、成績）

が悪いこと、等を実証的に確認した。 

臼井は、まず、JSTARを利用して、厚生年金の支給開始年齢が１年引き上げら

れると、人びとは受給開始予定年齢をちょうど１年遅らせる計画である（これは

欧米とは異なる）こと等を明らかにした。次いで、LOSEFを利用し、自分の実際
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の労働時間に満足していない給与所得者が２割程度存在すること、働き過ぎだと

感じている人は女性や既婚者に多いこと、非正規雇用においては労働時間をもっ

と増やしたいと希望する人が少なくないこと、等を析出した。さらに、親子間ス

キル伝達についても、父親の社交性と成人した息子の社交性は相関しているが、

父親の社交性と息子が６歳のときの社交性は相関していない（人の社交性は親か

ら子へ伝わるが、それは遺伝的というよりも家庭で養われるものである）こと、

米国では親世代の生活環境が人種間で異なっており、それが子世代の人種間賃金

格差に影響を与えること等、を究明した。くわえて、子供の出産後１年以内に母

親が仕事に復帰すると母乳育児期間は短くなる一方、父親がフレックスタイム制

で働くと母乳育児期間が長くなることを明らかにした。 

小椋班では、第１に、在宅で介護している家族介護者の負担感に関する調査を

３年間連続して実施した。その計量心理学的な解析結果によれば、在宅介護の持

続や虐待には介護に関するマイナス評価の大きさだけでなく、介護に関するプラ

ス評価の大きさ（小ささ）も強く関係していた。男女を問わず、実子介護を可能

にするための環境整備が重要となるだろう。第２に、日本における１歳以上５歳

未満の子供の死亡率が他の年齢層より特別に高いのは、子供の救急医療（特に週

末夜間の２次救急医療）が不足しているからである。第３に、2009年に開催した

介護保険に関する国際会議の報告論文数編をアップデートし、学会誌JJHEPで刊

行した。 

土居は、1980年以降の財政に関する四半期データを国民経済計算体系（SNA）

に整合的な形で初めて構築した。そして、日本では地方自治体の赤字を国が補填

する構造が制度的に埋め込まれており、それが日本の財政赤字拡大の一因となっ

ていることを明らかにした。 

青木は、Demeny 投票方式の実現性を模索するために有権者アンケートを２年

連続して実施し、①政策選好がプレストン効果（人口高齢化が進展すると有権者

も高齢化し、高齢者が恩恵を受ける政策が民主国家では推進されるようになるこ

と）と整合的である、②子育て支援政策支持者は Demeny 投票方式を支持してい

る、こと等を確認した。 

4.6 現時点で得られている研究成果の学術的価値 

国際的コンソーシアムの下で２つのパネル調査（50 歳以上の人を対象とした

「くらしと健康の調査（英文名：JSTAR）」および 20～49 歳の人を対象にした「く

らしと仕事に関する調査（英文名：LOSEF）」）を実施したり、各種のアンケート

調査を別途実施したりして、日本の実証研究に新たな地平を切り拓いた。とくに

２つのパネルデータ構築はパネルデータ研究面における日本の遅れを急速に取

りもどす有力な契機の１つとなるだろう。 

研究メンバー別にみた研究成果の学術的価値は以下のとおりである。 

高山は年金に関する７冊の英文著書・編著、４冊の和文著書を既に執筆してい

る。高山は当該研究プロジェクトの第３期においても年金の管理運営等、従来の

研究ではほとんど取り上げられていなかった問題を新たに考察して３冊の英文

研究書に取りまとめ、年金研究における先導者の役割をはたした。さらに、大規
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模な第 20 回国際パネルデータコンファレンスの東京招致（日本における初めて

の開催）に成功し、同コンファレンスを 2014 年７月９～10 日に主催者として一

橋講堂で開催した。報告論文 100 本、参加者数 180 名、参加国数 18 であり、そ

の学術上の国際貢献は顕著であった。同会議のプログラムは別添した資料２のと

おりであり、下記の専用ウェッブサイトで報告論文等の詳細が利用可能である。 

https://sites.google.com/site/ipdctokyo/home 

 鈴村の研究は内外で極めて高い評価を獲得した。鈴村は Society for Social 

Choice and Welfare の会長、日本経済学会の会長、日本学術会議副会長等を歴任す

るとともに、紫綬褒章・日本学士院賞を既に受賞している。そして、2011 年 12

月に鈴村は日本学士院会員に選定された。 

玄田を中心とする雇用班の若年就業に関する研究成果（「置換効果」および「世

代効果」）は既に内外で共有された事実となっている。班代表の玄田は、それら

の功績が高く評価され、2012 年度日本経済学会・石川賞を受賞した。くわえて、

玄田を中心とする雇用班が家庭内における雇用の世代間継承問題を究明する中

で発見した「孤立無業」は既に内外の新聞などに広く取り上げられる一方、その

研究成果は厚生労働省が全国 160 か所で委託している地域若者サポートステー

ションに送付され、若年世代の自立支援対策に活用されている。 

小塩は研究書『再分配の厚生分析』で 2010 年度日本経済図書文化賞を受賞し

た。さらに、小塩・清水谷はこれまで NBER が主催する社会保障の国際比較研

究に日本チームの代表メンバーとして参加し、JSTAR を駆使した研究成果をシカ

ゴ大学出版会が刊行する学術研究書シリーズで公刊してきた（現在５冊目）。

JSTAR の学術的な価値が極めて高いことは国際的に周知の事実となっている。

JSTARは 2010年 12月のデータ公開後、既に内外で 81件の第３者利用があった。

現在、その利用は指数関数的に拡大している。なお、小塩は研究成果を学術論文

だけでなく一般書としても発表し社会へ還元した。論文の発信媒体は経済学のジ

ャーナルにとどまらず、社会学・社会疫学・応用心理学のジャーナルへと拡大し

ており、世代間問題に対して学際的にアプローチ中である。これは当初計画を超

える学術的展開にほかならない。 

親子間の社交性については従来、社会学者や心理学者による小規模なサンプル

調査しか行われてこなかった。臼井の研究は１万人超のサンプルを含む米国の

National Longitudinal Survey of Youth を利用し、その社交性を経済学的に分析した

ものであり、学際的研究への端緒となった。その中で、アメリカにおける人種間

の賃金格差は従来、本人の幼少期における教育格差によってもたらされていると

考えられていたが、親世代のスキル格差も少なからぬ影響を与えていることを臼

井は初めて明らかにした。 

小椋は、家族介護者の介護負担感に関する研究において計量心理学の手法をわ

が国の医療経済学に初めて導入し、介護に関するプラスとマイナスの評価を測る

CRA (Caregiver’s Reaction Assessment) 指標の日本語版を開発した。 

阿部は、貧困の最も典型的なパターンである 10 歳代の妊娠・出産に着目し、

日本におけるその実態とその後の影響を初めて解明した。 
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稲垣は、第１回ねんきん定期便・年金ネット情報の高い利用価値に一早く着目

し、その転記を含むアンケート調査を発案・実施するとともに、ダイナミックマ

イクロシミュレーションモデル開発に関する日本のパイオニアとして将来予測

研究に革新をもたらした。 

青木は、この間の秀逸な研究実績等が高く評価され、総合科学技術会議議員に

就任し、日本における科学技術政策の策定に積極的に関与した。 

第３期目の世代間問題研究プロジェクトは 2013 年度に研究進捗評価を受けた。

2013 年 10 月 17 日に公表された評価結果は「A」（当初目標に向けて順調に研究

が進展しており、期待どおりの成果が見込まれる）であった。 
 

4.7 研究成果の発表状況（2010 年度～2013 年度の４年間分） 

【著書】 

(1) Suzumura, K., Choice, Opportunities, and Procedures: Selected Papers on 

Social Choice and Welfare, Harvard University Press, 2015, forthcoming. 

(2) 鈴村興太郎『厚生と権利の狭間：私の研究軌跡』ミネルヴァ書房、2014
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早稲田大学出版部、2012 年、97 頁. 

(11) 小塩隆士『効率と公平を問う』日本評論社、 2012 年、235 頁. 

(12) 玄田有史『増補改訂 14 歳からの仕事道』イーストプレス、2011 年、
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(13) 阿部彩『弱者の居場所がない社会－貧困・格差と社会的包摂』講談社、

2011 年、216 頁. 

(14) 小塩隆士『再分配の厚生分析』日本評論社、 2010 年 6 月、250 頁.  

(15) 玄田有史『希望のつくり方』岩波書店、2010 年、226 頁. 

(16) 中村圭介『絶望なんかしていられない－救命救急医ドクター・ニーノ戦

場を駆ける』荘道社、2010 年、164 頁. 
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研究所研究シリーズ、2010 年、109 頁. 
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